
 

千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金交付要綱 

  （趣旨） 

第１条 市長は、市内民間社会福祉施設（以下「施設」という。）の整 

 備の促進及び経営の健全化並びに入所者等の処遇の向上を図るため、 

社会福祉法人、一般社団法人若しくは一般財団法人又は医療法（昭和２

３年法律第２０５号）第３９条の規定により設立された法人（以下「社

会福祉法人等」という。）が施設整備のため独立行政法人福祉医療機構

から借り入れた福祉貸付資金（建築資金及び設備備品整備資金に限る。

以下「社会福祉施設整備資金」という。）の元金償還に要する経費につ

いて、予算の範囲内において千葉市補助金等交付規則（昭和６０年規則

第８号。以下「規則」という。）及びこの要綱に基づき、当該社会福祉

法人等に対し、補助金を交付する。 

  （補助対象施設） 

第２条 補助金の交付の対象となる施設は、次の各号に掲げる施設とす 

 る。 

（１）生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第３８条に規定する   

保護施設 

（２）老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第５条の３に規定す   

る老人福祉施設（老人福祉センターを除く。） 

ただし、平成１７年１月１日以降に開所するものにあっては、養護

老人ホーム及び軽費老人ホーム（特定施設入所者生活介護を行うもの

を除く）に限る。 

（３）その他市長が特に必要と認めた施設 

 （補助対象経費等） 

第３条 補助の対象となる経費、基準額及び補助率は別表のとおりとす 

る。 

２ 前項の規定により算出した交付額に千円未満の端数が生じた場合に 

 は、切り捨てるものとする。 

 



 

（交付の申請） 

第４条 規則第３条の規定により、補助金の交付を申請しようとすると 

 きは、市長が定める期日までに千葉市民間社会福祉施設整備資金借入 

 金補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

２ 交付決定後の事情の変更により、補助金の交付申請額に変更が生じた

ときは、遅滞なく、千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金変更

交付申請書（様式第２号）を市長に提出しなければならない。 

 （交付の条件） 

第５条 規則第５条の規定により付する条件は、次に掲げるとおりとす

る。 

（１）社会福祉施設整備資金の償還に係る計画を変更するときは、あらか

じめ、市長の承認を受けること。 

（２）補助金の収支に関する帳簿及び証拠書類を備え、当該補助事業が終

了した日の属する年度の翌年度から１０年間これを保管すること。 

（３）その他市長が必要と定める事項 

  （交付決定通知） 

第６条 規則第６条の規定による通知は、千葉市民間社会福祉施設整備 

 資金借入金補助金交付決定通知書（様式第３号）によるものとする。 

２ 第４条第２項に規定する変更交付の申請があったときは、規

則第４条の規定に準じて変更交付について決定し、千葉市民間

社会福祉施設整備資金借入金補助金変更交付決定通知書（様式

第４号）によって通知するものとする。 

 （承認申請） 

第７条 第５条第１号の承認を受けようとするときは、千葉市民

間社会福祉施設整備資金借入金補助金変更承認申請書（様式第

５号）を市長に提出しなければならない。 

  （実績報告） 

第８条 規則第１２条に規定する実績報告をしようとするときは、千葉市

民間社会福祉施設整備資金借入金補助事業実績報告書（様式第６号）を



 

市長に提出しなければならない。 

 （補助金額の確定通知） 

第９条  規則第１３条の規定による通知は、千葉市民間社会福祉施設整備 

資金借入金補助金額確定通知書（様式第７号）によるものとする。 

 （交付の請求） 

第１０条 規則第１６条第１項の規定により補助金の交付を請求しよう 

とするときは、千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金交付請求

書（様式第８号）を市長に提出しなければならない。 

２ 規則第１６条第２項において準用する同条第１項の規定により補 

助金の交付を請求しようとするときは、千葉市民間社会福祉施設整備資

金借入金補助金一括（分割）事前交付請求書（様式第８号）を市長に提

出しなければならない。 

 （決定の取消通知） 

第１１条  規則第１７条第３項において準用する第６条の規定による通

知は、千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金交付決定取消通知 

書（様式第１０号）によるものとする。 

 （返還命令） 

第１２条 規則第１８条第１項又は第２項の規定による返還命令は、千葉 

市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金返還命令書（様式第１１号）  

によるものとする。 

 （委任） 

第１３条 この要綱に定めるもののほか、千葉市民間社会福祉施設整備資 

金借入金補助金の交付に関し必要な事項は、保健福祉局長が別に定め

る。 

   附 則 

 この要綱は、平成５年３月１日から施行し、平成４年度分の予算に係る

補助金から適用する。 

   附 則 

（施行期日） 



 

１ この要綱は、平成６年３月３０日から施行し、平成５年度分の予  

算に係る補助金から適用する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の千葉市民間社  

会福祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の規定により補助金の交  

付を受けている市内民間社会福祉施設のうち、平成４年３月３１日以前

に償還を開始した元金及び同年４月１日以降に償還を開始した元金の

いずれもが存在する施設については、この要綱による改正後の千葉市民

間社会福祉施設整備資金借入金補助金交付要綱別表の規定にかかわら

ず、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、平成１１年４月１日から施行し、平成１１年度分の予算に

係る補助金から適用する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１４年４月１日から施行し、平成１４年度分の予 算

に係る補助金から適用する。 

     附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１５年２月１日から施行し、平成１４年度分（平  

成１３年度からの繰越し分を含む。）の予算に係る補助金から適用す  

る。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の千葉市民間社会  

福祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の規定により補助金の交付を

受けている市内民間社会福祉施設のうち、平成１３年４月１日前に整備

を開始した養護老人ホーム、ケアハウス及び介護保険関連施設並びに平

成１３年１２月１日前に整備を開始したその他の社会福祉施設につい

ては、この要綱による改正後の千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金

交付要綱別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。  



 

 附 則 

 この要綱は、平成１５年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１６年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１７年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の千葉市民間社会福

祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受

けている市内民間社会福祉施設のうち、平成１７年１月１日前に開所し

た養護老人ホーム、軽費老人ホーム（ケアハウス）については、この要

綱による改正後の千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金交付要綱の

別表の規定にかかわらず、なお従前の例による。  

附 則 

 この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成１８年１０月１日から施行し、平成１８年度分の予

算に係る補助金から適用する。 

  （経過措置） 

２ この要綱の施行の際、現にこの要綱による改正前の千葉市民間社会福

祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受

けているか、平成１８年９月３０日以前に施設整備のため独立行政法人

福祉医療機構から福祉貸付資金（建築資金及び設備備品整備資金に限

る。）を借り入れている障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援

するための法律（平成１７年１１月７日法律第１２３号。以下、「支援

法」という。）附則第３５条による改正前の身体障害者福祉法（昭和２

４年法律第２８３号）第５条第１項に規定する身体障害者更生援護施設



 

（補装具製作施設及び視覚障害者情報提供施設並びに昭和６０年１月

２２日付け厚生省社更第６号の別紙「身体障害者福祉センター設置運営

要綱」の２に規定する身体障害者福祉センターＡ型，身体障害者福祉セ

ンターＢ型及び障害者更生センターを除く。）、支援法附則第５２条に

よる改正前の知的障害者福祉法（昭和３５年法律第３７号）第５条に規

定する知的障害者援護施設及び支援法附則第４６条による改正前の精

神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）

第５０条の２に規定する精神障害者社会復帰施設については、この要綱

による改正後の千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金交付要

綱の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行前に、この要綱による改正前の千葉市民間社会福祉  

施設整備資金借入金補助金交付要綱（以下「改正前の要綱」という。）

の規定により、補助金の交付を受け、又は独立行政法人福祉医療機構に

対し福祉貸付資金の貸付けの申請をしている保育所については、改正前

の要綱第２条第２号の規定は、この要綱の施行後も、なおその効力を有

する。 

３ 前項の規定によりなおその効力を有することとされる改正前の要綱

第２条第２号の規定の適用を受け、平成２２年度以降に千葉市民間社会

福祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の規定により補助金の交付を

受ける場合には、同要綱第１３条中「保健福祉局長」とあるのは「こど

も未来局長」と、同要綱別表対象経費の欄中「当該年度中に償還した元

金の総額」とあるのは「当該年度中に償還した元金の総額（市長が償還

年度ごとに定める額を限度とする。）」と読み替えて適用する。 

附 則 

（施行期日） 



 

１ この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

（経過措置）  

２ この要綱の施行の日前に施設整備のため独立行政法人福祉医療機構か

ら借り入れた福祉貸付資金（建築資金及び設備備品整備資金に限る。）の

元金償還に要する経費に係る千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補

助金については、この要綱による改正後の千葉市民間社会福祉施設整備資

金借入金補助金交付要綱の規定にかかわらず、なお、従前の例による。 

３ この要綱の施行の際、現に千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補

助金の交付を受けている者でこの要綱による改正後の千葉市民間社会福

祉施設整備資金借入金補助金交付要綱第７条の規定による実績報告をし

ようとするものは、この要綱の施行の日から１年間は、この要綱による改

正前の千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助事業実績報告書（様

式第３号）により報告することができる。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２１年８月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の様式により調製された用紙は、当分

の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２２年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の要綱の様式により調製された用紙

は、当分の間、必要な箇所を修正して使用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の日前に、この要綱による改正前の千葉市民間社会福

祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の規定により補助金の交付を受

けた市内民間社会福祉施設であって、施行の日以後においても当該補助

金の交付に係る社会福祉施設整備資金の元金償還を行うものについて



 

は、改正後の千葉市民間社会福祉施設整備資金借入金補助金交付要綱の

規定にかかわらず、なお従前の例による。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

１ この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 



 

別表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象経費 基準額 補助率 

当該年度中に償還した元金の総額 同左 ３／４ 

 



 

 ※参考資料（平成１５年２月１日から施行した附則中の経過措置の「従前の例」の内容） 

 

平成１３年４月１日以前に整備を開始し、平成１５年２月１日以前からこの要綱に基づく補助金の交付を受けていた施設は、〔参考別表〕

により補助額を算定する。 

〔参考別表〕 

    

対象経費 基準額 補助率 補助額及び限度額 

当該年度中に償還し

た元金の総額 

 １施設あたり７，５００千

円 
3/4 

 (1)千葉県の民間社会福祉施設整備資金借入金補助金の交付を受け

た場合は，その額を控除する。 

 (2)補助金の累計額は１施設あたり１１２，５００千円を限度とす

る。 

  

  

  

  

  

    


